




























































































































































例えば 1916（大正 5）年 11月 3日に設立された鹿野村青年會、1917（大正 6）年 7月 15日に設立さ
れた旭村青年會、同年 10月 19日に設立された豊田村青年會などがあり、その組織・活動内容も吉野村
青年會とほぼ同じである。また、こうした青年會設立の風潮は瞬く間に台湾人村落まで波及した。1915



































 臺北州で最も早く成立された青年団体は、1921（大正 10）年 1月 16日に西門公會会長・木村匡の提
唱で誕生した西門青年會であるが、現地の日本人青年しか招集されなかった32。その後、臺北州では次々
と青年會が成立されていったが、こうした発展の要因は、板垣退助の臺灣同化會の影響を受けて設立さ
れた社会教化団体・同風會の助力によるものが大きい。1914（大正 3）年 11 月、樹林區長・黄純青の
提唱により日台の有力者が結びつきを強めたことによって樹林同風會が設立された。これは台湾におい
て同風會創設の始まりである。その後、様々な組織拡充によって同風會は 1919（大正 8）年 1月に臺北
廳聯合同風會へと発展した。地方制度改正が施行された後、臺北州知事・吉岡荒造は州内各郡・市・街・








       図 1：州・郡・市・街・庄同風會と青年會、處女會の関係図33
 
 





























 1923（大正 12）年 8 月、蒋渭水と留学生の翁澤生によって彰化・臺南の青年會組織をモデルとして
設立されたものであり、「地方文化の発達を図り、体育を奨励し、会員の出身郷土に関わらず、相互の
















































 臺灣文化協會が 1927（昭和 3）年 1月に分裂する39まで、その影響を受けて設立された台湾人の青年
団体は、宜蘭青年團（1924年 8月 3日成立）、基隆平民倶楽部（1927年 1月 7日成立）、臺北勵學會（1924
年 6月 8日成立）、苑裡青年讀書會（1926年 11月 20日成立）、梧棲青年會、彰化青年讀書會（1926年



















































しかし、上述した「臺灣青年團訓令」が出された約 3ヵ月後の 10月 27日に、臺中州の霧社で原住民
による武力抗争、いわゆる「霧社事件」が発生し、日本人 130余人が殺傷された。この事件は最終的に
政府側の武力行使によって鎮圧されたが、原住民の統治事業に成功していると考えていた總督府にとっ





































































































































































































部別 第一部 第二部 
性別 男 女 男女 
期別 前期 後期 前期 後期 
年次 一年生 二年生 三年生 一年生 二年生 三年生 
制限なし 






































年の合計 3年である。団員はそれぞれ本団と分団で指導を受け、男子団員は本団の前期 1ヶ月 3回の日
間課程（1、2、4週目の水曜日）と分団の 1ヶ月 2回（1、3週目の金曜日）の夜間課程を受ける。それ
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が進学せずに青年團に 1年以上加入した「熱心團員」である84。1939（昭和 14）年に開催された第 26
回大会を例として挙げると、開催会場は高雄市湊尋常高等小學校で、参加者は 95 名でその内訳は保育







表 3：1939（昭和 14）年の第 26回全島國語演習會青年團団員演出概況86
州廳別 項目 題目 青年團名 演出団員 
臺北州 青年劇 故郷の人 七星郡汐止男女青年團 唐連春など 10名 
新竹州 研究発表 女子和服の改良 苗栗郡鶴田女子青年團 郭丸玉 
臺中州 青年劇 美しい集會 臺中市幸女子青年團 盧秀鳳など 4名 
臺南州 青年劇 偉大な母親 
（山内中尉の母） 
東石郡朴子女子青年團 王寶など 8名 
臺南州 談話 微小なる奉公 臺南市港女子青年團 郭加來 
高雄州 青年劇 後方の鞏固 東港郡東港青年團 林福利など 3名 
臺東廳 談話 米よ、さようなら！ 臺東郡臺東青年團 呉瓊霞 
花蓮港廳 談話 總動員下の國語普及 鳳林郡白川青年團 陳美珠 
澎湖廳 談話 同上 石泉青年團 蔡密 
 
②國語ラヂオ放送 





和 8）年まで、放送回数は 96回、番組数は 1300余り、番組参加者は 6000名を超えており、國語を普
及する一定の成果は収められていると見られる87。1930（昭和 5）年 11月 9日に臺北州宜蘭郡が制作し




項目 題目 名前 年齢 所属青年団体 
談話 真心 林金葉 17 礁渓處女會 
唱歌 越後の獅子 陳喬など 4名 公學校卒業 員山處女會 
談話 教練所の一夜 黄炎坤 15 礁渓青年教習所 
談話 我が郷土 陳服 21 員山處女會 
会話 訪問 陳崧など 4名 公學校卒業 宜蘭青年會 
談話 温泉の里 林慶寶 18 礁渓青年會 
会話 ある日曜日 林月桂など 2名 -- 宜蘭女子國語講習所
民謡 忙しくても良い 朱鴦好など 4名 公學校卒業 員山處女會 
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新化郡女子青年團は 1937（昭和 12）年 5 月 1 日の会議で、「國語教育を幼児時期から始める理由」を
以って幼兒國語講習所の設立を決めた。まず、女子青年團団員が参加意思の高くない家庭を訪問・説得
し、83名の子どもを集めて同月 5日に開所儀式が行われた。その後毎日午後 6時から 7時、子どもた
ちは各自小さい椅子を持参し、女子青年團の指定場所で輪になり、皇居遥拝をしてから唱歌や遊戯など
の活動を行い、最後に出席状況を調査する。子どもたちの親や部落の人々が幼兒國語講習所の行ってい
る活動を徐々に理解するようになり、講習所の経営状況も改善するようになった。参加者は 5 月の 83




















































































また前節で提起したように、台湾では 1930（昭和 5）年 10 月 27 日に、臺中州で日本統治時代にお
ける最後の武力抗争事件である霧社事件が発生し、翌年の 1931（昭和 6）年に 9月に柳条湖事件（満州

















































































































































































































































































































レは 35箇所（普及率 37%）、風呂施設は僅か 10箇所（普及率 13%）、飲用水濾過施設は 40箇所（普及




























































































































A1：美臺團 愛臺灣 愛伊風好日也好 愛伊百姓品格高 
（美臺團 台湾を愛し 台湾の気候が良いのが好き 台湾民衆の品格が高いのが好き） 
B：長青島 美麗村 海闊山又昂 大家請認真 生活著美満 
（豊穣なる島 麗しい村 その海は広く山は高く 皆さん真面目にやれば 生活も充実するよ） 
A2：美臺團 愛臺灣 愛伊水稻雙冬割 愛伊百姓攏快活 
（美臺團 台湾を愛し 水稲を冬でも二回収穫できる 民衆が楽しく生活できることを望む） 
A3：美臺團 愛臺灣 愛伊花木透年開 愛伊百姓過年美 



























 臺灣總督府によって 1932（昭和 7）年に「臺灣史料編纂事業」が完成した。台湾の官公私の登載・未
登載著作や台湾に関する外国著作、政府の保存したファイルや記録などの資料を収集するこの大型調査





平之助などが参加した。1932（昭和 7）年までに、史料稿本は本編 27冊に 24冊が追加され、全 51冊
































































業に関する展覧会である。例えば 1898（明治 31）年に開催された「日本物産展覧會」は、僅か 5日間















かったが、その後の 1915（大正 4）年の始政 20周年や 1925（大正 14）年の始政 30周年、1935（昭
和 10）年の始政 40周年は博覧会が開催されていた。その中に最も注目しなければならないのは、1935

















































































 第五節 戦時体制下の社会教育体系 
  第一項 1940年代前後の青年團の役割変質 
 1935（昭和 10）年 3 月に日本の国際連盟脱退後、国内外において大きな変化が起こりつつあった。
































 しかし、何故 1939（昭和 14）年に青年團団員数がそこまで急増したかと言うと、前述した青年團の
入団資格に「初等教育修了者」という方針が転換され、公學校に行かずに國語講習所に通う者や初等教




















 第二項 皇民奉公會の成立と部落振興會の改編 
 1941（昭和 16）年に勃発した太平洋戦争に伴い、初等教育システムに大きな変革を迎えることにな
った。日本内地では 1941（昭和 16）年 3月 1日に勅令第 148号「國民學校令」が公布され、それと同
じ歩合で臺灣總督府は同年 3月 29日に勅令第 255號によって「臺灣教育令」を改正し、普通初等教育、




































  第三項 皇民奉公會傘下の青年團とその活動内容 
























































































































































































































































































は 1915（大正 4）年に初めて創設された。前掲『臺灣教育沿革誌』p727、pp743-745を参照すること。 
3 張勝彦・呉文星・温振華・戴寶村編著『台灣開發史』台北縣空中大學 1996年 pp253-255 
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4 1898（明治 31）年に制定された公學校と小學校の教科課程表を見ると、小學校の週國語関連教科時限
数は教授総数の 1/2（28時限中 14時限）に対して、公學校は 3/4（28時限中 21時限）である。前掲『臺
灣教育沿革誌』pp232-233、pp418-419を参照すること。 
5 1915（大正 4）年の統計数字を見ると、公私立中学の日本籍生徒の録取率は 61.9%であったが、台湾
籍生徒の録取率は 18.9%であった。 
6 西屯男女青年團『西屯男女青年團經營』1939（昭和 14）年 pp13-14 
7 臺灣總督府『臺灣の社會教育』1938（昭和 13）年 p39 
8 臺灣教育會『臺灣教育沿革誌』1939（昭和 14）年 p1055 
9 臺灣總督府『府報』第 1060號 1930（昭和 5）年 9月 17日 pp37-38 
10 前掲『臺灣教育沿革誌』p1069 
11 同上 pp1088-1089 
12 その他に家長會や主婦會、少年團などの組織的な社会教育団体もあるが、その関連史料が乏しいため、
本論文では論じないことにする。 
13 呉文星『日據時期臺灣社會領導階層之研究』正中書局 1992年 pp247-370 
14 臺灣總督府文教局社會課『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年版 p4 
15 中越榮二『臺灣の社會教育』臺灣の社會教育刊行社 1936（昭和 11）年 p8 
16 呉文星『日據時期台灣師範教育之研究』台灣師範大學歴史研究所 1983年 pp10-12 
17 清国のシンボルとも言える弁髪の切断と女性纏足の解放を指す。 
18 前掲『臺灣教育沿革誌』p1018 





22 松尾壽治「青年指導案」『青年團指導論文集』新竹州 1931（昭和 6）年 p5 
23 前掲『臺灣教育沿革誌』p1056 
24 黄蘭翔「日本官營移民村建設目的與居民營運組織－以吉野・豊田・林田三村為例」『守望東台灣檢討
會論文集』聯合報系文化基金會 1998年 pp216-217 







30 井出季和太『臺灣治績志』南天書店再版 1997年 12月 p960 
31 前掲『臺灣教育沿革誌』pp1056-1057 
32 臺灣總督府文教局社會課『優良男女青年團實績概況』1936（昭和 11）年 p1 




が与えられる法律である。1896（明治 29）年 3月に制定され、翌年 4月から施行された明治 29年法律
第 63號で、通称「六三法」である。 
36 張炎憲「台灣文化協會的成立與分裂」『台灣史論文精選』下冊 玉山社 1996年 9月 pp135-138 





41 臺南州共榮會『臺南州社會教育要覧』1928（昭和 3）年 p7 
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48 同上 p1070 
49 ①～⑤、同上 pp1070-1071 
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54 臺中州教化連合會『社會教育例規集』臺中州教化連合會 1937（昭和 12）年 pp154-155 
55 前掲『府報』第 1060號 p37 
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58 前掲『府報』第 1060號 p37 
59 同上 
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66 前掲「本島農村青年團指導の實際」『青年團指導論文集』pp128-129 
67 E. Patricia Tsurumi, Japanese Colonial Education in Taiwan, 1895-1945, Cambridge Mass : 
Harvard University Press, 1977, p89 
68 鄭梅淑「日據時期臺灣公學校之研究」1988年 東海大學歴史研究所碩士（修士）論文 p185 
69 「公學校卒業生は何處へゆく」「臺灣日日新報」第 10440號第 2版 1929（昭和 4）年 4月 17日 
70 前掲『臺灣教育沿革誌』pp1058-1061 
71 同上 pp1062-1063 
72 同上 p1064 
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85 「第 26回全島國語演習會開催」『薫風』1939（昭和 14）年 12月 p15 
86 同上 p16 
87 前掲『臺灣社會教育概要』1934（昭和 9）年版 p15、p72 
88 臺灣教育會編『社會教育』第 8號『臺灣教育』第 341號付録 1930（昭和 5）年 12月 p9 
89 「幼兒國語講習所及全村學校の講師へ」『青年と臺灣』1940（昭和 15）年 6月 p7 
 159
                                                                                                                                                                     
90 戴玉英「幼兒國語講習所の經營」『青年と臺灣』1940（昭和 15）年 4月 pp16-18 
91 前掲「回顧二十年」『大日本青年團史』pp283-284 
92 黄玉水、張秋鳳「養豚組合」『臺灣教育』第 359號 1932（昭和 7）年 pp116-117 
93 前掲「本島に於ける青年團指導の實際案」『青年團指導論文集』p89 
94 臺北州「新莊郡聯合青年團」『臺北州青年』創刊號 1933（昭和 8）年 pp88-89 
95 前掲「本島に於ける青年團指導の實際案」『青年團指導論文集』pp90-91 
96 花塘生「州教育研究會を鳥瞰す」『臺中州教育』第 3巻第 3號 1935（昭和 10）年 p2 
97 宮坂広作「近代日本社会教育政策史」国土社 1966（昭和 41）年 pp252-253 
98 前掲『臺灣教育沿革誌』p1088 
99 金原左門・竹前榮治『昭和史』有斐閣 1982（昭和 57）年 p81 
100 前掲『臺灣教育沿革誌』pp1088-1089 
101 臺灣地方行政記者「教化と産業の結合－民風作興農事實行組合を」『臺灣地方行政』第 3巻第 3號 
1937（昭和 12）年 p30 
102 岡江豊「本島社會教化の運營（一）」『臺灣地方行政』第 3巻第 4號 1937（昭和 12）年 p125 
103 臺中州教育課『臺中州教育の展望』1935（昭和 10）年 p118 
104 ①～③、前掲『臺灣教育沿革誌』p1089 
105 前掲『臺灣教育沿革誌』p1091 
106 前掲『臺灣社會教育概要』1935（昭和 10）年版 p16 
107 前掲「教化と産業の結合－民風作興農事實行組合を」『臺灣地方行政』第 3巻第 3號 pp31-32 
108 呉鳳に関する記述は本論文の第二章を参照すること。 
109 岡江豊「本島社會教化の運營（三）」『臺灣地方行政』第 3巻第 6號 1937（昭和 12）年 p75 
110 ①～⑩、佐野暹『街庄執務指針』臺灣日日新報臺南支局 1931（昭和 6）年 p316 
111 時任東岳「一庄一心輝く庄へ」『臺灣地方行政』第 3巻第 8號 1937（昭和 12）年 p45 
112 臺灣總督府文教局社会課『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年版 pp70-71 
113 中越榮二『臺灣社會教育』臺灣社會教育刊行所 1936（昭和 11）年 pp214-215 
114 臺灣教化聯合會『臺灣優良部落施設概況』1937（昭和 12）年 p114を元に筆者作成 
115 前掲『臺灣社會教育』pp215-216 
116 臺灣總督府『臺灣社會教育概要』1936（昭和 10）年版 p16 
117 保甲制度は清国時代から残された地方自衛の制度・組織である。保正はその長である。日本統治時
代になってもこの制度を残し、1898（明治 31）年 8月に「保甲條例」を公布した。10戸を 1甲とし、
10甲を 1保とする。甲長と保正は保甲民の選挙によって選ばれる。 
118 臺灣總督府『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年版 pp68-69 
119 莊萬乾「我部落振興運動の實際に就て」『臺灣地方行政』第 2巻第 7號 1936（昭和 11）年 p86 
120 臺灣總督府『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年版 p18 
121 臺灣總督府『臺灣社會教育概要』1934（昭和 9）年版 p50 
122 岡江豊「本島社會教化の運營（二）」『臺灣地方行政』第 3巻第 5號 1937（昭和 12）年 pp112-115 




126 前掲『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年版 p19 
127 同上 
128 平山元助「琪里岸部落に就て」『台湾地方行政』第 2巻第 7號 1936（昭和 11）年 p87 
129 臺灣教化團體聯合會「員林郡員林街田中央」前掲『臺灣に於ける優良部落施設概況』p97 
130 臺灣教化團體聯合會「新荘郡新莊街頭前」前掲『臺灣に於ける優良部落施設概況』p6 
131 前掲『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年 p65 
132 王世慶「皇民化運動前的臺灣社會生活改善運動：以海山地區為例（1914～1937）」『思與言』第 29




                                                                                                                                                                     
134 前掲「皇民化運動前的臺灣社會生活改善運動：以海山地區為例（1914～1937）」p24 
135 前掲「大屯郡北屯庄上七張犂」『臺灣に於ける優良部落施設概況』pp59-60 
136 沙東生「早春地方色－北港郡土間厝部落を訪ふ」『臺灣地方行政』第 2巻第 3期 昭和 11年 p72 
137 前掲『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年 p15 
138 臺灣地方行政編集部「嘉義郡地方振興の全貌（一）」『臺灣地方行政』第 2期第 4號 1936（昭和 11）
年 pp100-102 
139 陳庚金「農村教化に對する管見と實際」『臺灣地方行政』第 2巻第 2號 1936（昭和 11）年 pp71-72 
140 茂野信一・林朝卿『臺灣の小作問題』吉村商會出版部 1934（昭和 9）年 pp146-156 
141 前掲『臺灣の小作問題』pp163-166 
142 木内勘治『臺灣農村問題管見』著者発行 1927（昭和 2）年 pp66-67 
143 前掲「教化と産業の結合－民風作興農事實行組合を」pp32-33 
144 谷義廉「部落の改善と振興を期待する－農事實行組合に就て」『臺灣地方行政』第 2巻第 8期 1936
（昭和 11）年 p59 
145 前掲「部落の改善と振興を期待する－農事實行組合に就て」p59 
146 前掲『臺灣社會教育概要』1937（昭和 12）年版 p4 
147 臺灣日日新報 第 10433號 1929（昭和 4）年 5月 6日 7面 
148 臺灣日日新報 第 11490號 1932（昭和 7）年 4月 6日 3面 
149 臺灣日日新報 第 11545號 1932（昭和 7）年 4月 12日 7面 
150 臺灣日日新報 第 11493號 1932（昭和 7）年 4月 9日 6面 
151 臺灣日日新報 第 11569號 1932（昭和 7）年 6月 24日 4面 
152 臺灣日日新報 第 11562號 1932（昭和 7）年 6月 17日 6面 
153 李筱峰「電影巡廻隊－美台團」『榮耀與寂寥－台灣文化協會的年代－』小冊子 呉三連台灣史料基金
會 2002年 10月 p23 
154 臺中州『臺中市史』1934（昭和 9）年 緒言 




157 井出季和太『臺灣治績史』臺灣日日新報社 1937（昭和 12）年 pp704-705 
158 種村保三郎『臺灣小史』東都書籍株式會社 1945（昭和 20）年 pp399-400 
159 臺灣總督府『府報』第 1064號 1930（昭和 5）年 9月 21日 pp47-49 
160 臺灣總督府内務局『史蹟調査報告』1936（昭和 11）年 第 2巻 
161 臺灣文化三百年記念會『臺灣史料集成』1930（昭和 5）年 p1 
162 臺北帝國大學文政學部南方文化研究室『臺灣文獻目録』1936（昭和 11）年 
163 臺灣愛書會『臺灣文獻展觀目録』1934（昭和 9）年 
164 臺灣總督府社會教育課『臺灣社會教育概要』1932（昭和 7）年 pp52-83 
165 杉目妙光『臺中州郷土地誌』盛文社 1934（昭和 9）年 作者自序 
166 臺中州教育課『臺中州教育の展望』1935（昭和 10）年 p50 
167 臺中州教育會『「教育實際化」第 7巻－學校經營』上巻 1935（昭和 10）年 pp114-115 
168 前掲「州教育研究会を鳥瞰す」『臺中州教育』第 3巻第 3號 p2 
169 臺中州『臺中州要覧』1932（昭和 7）年 p45 
170 臺中州『臺中州管内概況及事務概要』臺灣新聞社 1939（昭和 14）年 
171 この陳列館は台湾最初の展示館となったが、展示空間が次第に足りなくなったため、1917（大正 6）
年に臺北市苗圃で商品陳列館を改めて建設し、その社会教育機能の拡大を図ろうとした。 






176 奥田達郎編著『始政 40周年記念臺灣博覧會誌』臺灣博覧會 1939（昭和 14）年 
 161
                                                                                                                                                                     
177 前掲『始政 40周年記念臺灣博覧會誌』p719-728 
178 前掲『台灣史上第一大博覧會』pp112-113 
179 前掲『始政 40周年記念臺灣博覧會誌』p761-786 
180 第 17代臺灣總督・小林躋造は海軍軍人であり、1919（大正 8）年 10月の明石元二郎以来の武官総
督である。 
181 臺灣總督府情報部『時局下臺灣の現在とその將來』臺灣總督府 1940（昭和 15）年 p7 
182 「臺灣青年學校規則公布さる」『臺灣教育』第 443號 p97 
183 宮崎聖子『植民地期台湾における青年団と地域の変容』御茶の水書房 2008年 p257 
184 關川保「臺灣青年學校に關して」『臺灣教育』第 444號 1939（昭和 14）年 pp30-31 






187 臺南州『昭和十六年度 社會教育要覧』1942（昭和 17）年版 p1、p18 
188 成文化したものとして、臺中州『青年團設置要項』（1939（昭和 14）年、pp200-201、p204）が参
考できる。 
189 佐藤源治『臺灣教育の進展』臺灣出版文化株式會社 1943（昭和 18）年 p161 
190 森田俊介「臺灣に於ける義務教育制度の將來」『臺灣教育』第 455號 1940（昭和 15）年 pp3-16 
191 同上 p3 
192 臺灣總督府『臺灣日誌』緑蔭書房 1992年復刻版 p297 
193 近藤正己『総力戦と台湾』刀水書房 1996年 p369 
194 同上 pp365-366 
195 「臺灣青少年團の新發足」『臺灣教育』第 475號 1942（昭和 17）年 p97 
196 臺灣總督府『臺灣事情』1944（昭和 19）年版 p158 
197 臺灣總督府奉本訓第 84號青少年團長通牒「臺灣青少年團規程其他ニ關スル件」1943（昭和 18）年
4月 25日により一部省略して製表したもの。 
